
【資料２－１】
○教育・保育の量の見込みについて

①　３号認定（０歳児） （人）
平成30年度
（実績）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

市全域 1,286 1,164 1,129 1,096 1,064 1,031
中央 479 280 272 265 257 251
北部 225 280 272 264 254 247
西部 114 126 123 119 117 114
東部 210 239 231 225 219 211
南部 225 200 194 188 183 177
河辺 22 22 21 20 19 17
雄和 11 17 16 15 15 14

②　３号認定（１・２歳児） （人）
平成30年度
（実績）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

市全域 2,663 2,696 2,606 2,526 2,449 2,375
中央 967 663 616 579 561 546
北部 442 644 612 597 581 562
西部 249 278 282 285 277 270
東部 457 554 541 531 514 499
南部 462 474 477 450 436 422
河辺 51 50 41 48 46 43
雄和 35 33 37 36 34 33

・「量の見込み」は、ニーズ調査結果に基づき、国の手引き等に従って算出
・母親の就業率は、ニーズ調査結果によると、現在の状況で74.6％であるが、潜在意向（すぐ、もしくは
　１年以内に就労希望）を含めると82.5％となるため、潜在意向を含めニーズ量を算出
・「平成30年度（実績）」は、平成31年３月現在の入所児童数と待機児童数の計
・地域について、「平成30年度（実績）」は施設所在地による区分、「量の見込み」は利用者の住所地に
　よる区分

※国の手引きによる算出は、年度当初を想定しているが、「０歳児クラス」については、年度
　途中の出生により、年度末にかけて利用対象者が増加し、年度当初と年度末では大きな差が
　ある。そのため、本市では、育児休業の取得状況および取得希望を考慮した上で、年度途中
　に出生する０歳児の保育ニーズを含めた、年間の平均利用者数を「量の見込み」とする。

　



③　２号認定 （人）
平成30年度
（実績）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

幼稚園希望 832 800 766 742 718
上記以外 3,544 3,401 3,261 3,156 3,056

計 4,376 4,201 4,027 3,898 3,774
幼稚園希望 188 184 179 171 161
上記以外 800 782 760 729 687

計 988 966 939 900 848
幼稚園希望 200 192 181 174 166
上記以外 851 815 771 740 708

計 1,051 1,007 952 914 874
幼稚園希望 89 85 82 80 80
上記以外 377 360 350 342 342

計 466 445 432 422 422
幼稚園希望 172 165 157 153 149
上記以外 733 701 667 650 633

計 905 866 824 803 782
幼稚園希望 158 149 143 140 139
上記以外 674 636 611 594 590

計 832 785 754 734 729
幼稚園希望 15 16 15 14 13
上記以外 65 70 65 60 53

計 80 86 80 74 66
幼稚園希望 10 9 9 10 10
上記以外 44 37 37 41 43

計 54 46 46 51 53

④　１号認定 （人）
平成30年度
（実績）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

市全域 2,869 1,924 1,847 1,771 1,714 1,660
中央 756 434 425 413 396 373
北部 643 462 443 419 402 385
西部 266 205 195 190 186 186
東部 651 398 381 362 353 344
南部 522 366 345 332 323 320
河辺 31 35 38 35 32 29
雄和 0 24 20 20 22 23

市全域 3,745

中央 1,339

北部 628

西部 362

東部 570

南部 679

※従来型幼稚園における在園児は、認定を要しないが、ニーズ調査結果に基づき算出される量の見込
　みとの比較のため、平成30年度（実績）に含める

河辺 110

雄和 57

※「幼稚園希望」は、共働き等家庭のうち、幼稚園利用の希望が強いと想定される者であり、ニーズ
　調査により「平日定期的に利用したい教育・保育の事業」として「幼稚園」又は「幼稚園の預かり
　保育」のみを選択した者、および複数の事業を選択した者のうち「幼稚園（預かり保育含む）」の
　利用を特に希望するとした者の利用意向率を基にニーズ量を算出


